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職場におけるストレスチェック制度の現状と課題 
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（令和 3 年 11 月 30 日受理） 

 

要旨 

 我が国では，職場におけるストレスチェック制度は平成 27 年(2015 年)より導入され，これ

まで大規模事業所を中心に広く行われてきた。ストレスチェック制度は，本来長時間労働や過

労死などの我が国の労働衛生の問題点として長らく取り組まれてきた労働者のメンタルヘルス

不調について，その全体像を明らかにするとともに，対策まで踏み込んだ制度として誕生した。 

 現在，ストレスチェック制度は全国の労働者数 50 人以上の事業場の 84.9％で実施されて

いる。その中で高ストレス者は 13.3％であり，ストレスチェックを受けたすべての労働者の

0.5％が医師の面接指導を受けている。また，集団分析を実施しその結果を活用した事業場

割合は 66.9％であった。 

 今後，高ストレス者の割合の減少が期待されるところであるが，さらにストレスチェック制

度を活用したメンタルヘルスケアや，職場ごとの集団分析を活かした職場環境改善が進むと考

えられる。世界的にも画期的な制度であるストレスチェック制度は，今後も改善を繰り返しな

がら進歩し，我が国の労働者の精神的健康を守る存在となっていくことを願っている。 

 

キーワード:ストレスチェック制度，高ストレス者，集団分析，職場環境改善 

 

 

Ⅰ はじめに 

 現在、我が国の労働衛生の分野でストレスチェック制度が導入されている。ストレスチェッ

ク制度は，本来長時間労働や過労死などの我が国の労働衛生の問題点として長らく取り組まれ

てきた労働者のメンタルヘルスについて，その全体像を明らかにするとともに，対策まで踏み

込んだ制度として平成 27 年（2015 年）に誕生した。その後，約６年間が経過し，現在多くの

事業所で施行されているが，その現状の実態は十分に明らかにされているとは言い難い。また，

ストレスチェック制度自体にさまざまな課題や問題点があることもわかってきた。そこで今回

は，我が国の職場におけるストレスチェック制度の誕生から現在の状況までを俯瞰し，現在報

告されている課題や問題点について明らかにすることを目的とした。 

 
1 保健体育系列 
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表１ ストレスチェック制度に関する施策の経過 3)  

年月日 種類 内容

法律 「労働安全衛生法の一部を改正する法律」公布 新旧対照表 国会附帯決議

通達 労働安全衛生法の一部を改正する法律について

平成26年7月～9月 検討会 ストレスチェック項目等に関する専門検討会 資料等・議事録 中間とりまとめ

平成26年10月1日 政令 労働安全衛生法の一部を改正する法律の施行期日を定める政令

平成26年11月28日 通達
労働安全衛生法施行令等の一部を改正する政令等の施行について（基発1128第7
号）

平成26年10月～12
月

検討会
ストレスチェック制度に関わる情報管理及び不利益取扱い等に関する検討会 資料
等・議事録 報告書

平成26年10月～12
月

検討会
ストレスチェックと面接指導の実施方法等に関する検討会情報 資料等・議事録 報
告書

省令 「労働安全衛生規則の一部改正」公布 報道発表

告示 「ストレスチェックの実施者に関し厚生労働大臣が定める研修に関する告示」公表

指針
「心理的な負担の程度を把握するための検査及び面接指導の実施並びに面接指導結
果に基づき事業者が講ずべき措置に関する指針（ストレスチェック指針）」公表

通達
労働安全衛生法の一部を改正する法律の施行に伴う厚生労働省関係省令の整備に関
する省令等の施行について（心理的な負担の程度を把握するための検査等関係）
（基発0501第3号）

通達
労働安全衛生規則第52 条の10 第1 項第3 号の規定に基づき厚生労働大臣が定める
研修に係る具体的事項について（基発0501第4号）

通達
「心理的な負担の程度を把握するための検査及び面接指導の実施並びに面接指導結
果に基づき事業者が講ずべき措置に関する指針」について（基発0501第7号）

平成27年5月7日 マニュアル 「労働安全衛生法に基づくストレスチェック制度実施マニュアル」公表

平成27年8月3日 解説 「数値基準に基づいて高ストレス者を選定する方法」公表

平成27年9月15日 通達 「情報通信機器を用いた面接指導の実施について」（基発0915第5号）

平成27年9月30日 Q＆A 「ストレスチェック制度Q&A」更新

指針
「心理的な負担の程度を把握するための検査及び面接指導の実施並びに面接指導結
果に基づき事業者が講ずべき措置に関する指針（ストレスチェック指針）」改正

指針 「労働者の心の健康の保持増進のための指針（メンタルヘルス指針）」改正

指針 「事業場における労働者の健康保持増進のための指針」改正

指針 「健康診断結果に基づき事業者が講ずべき措置に関する指針」改正

通達
雇用管理に関する個人情報のうち健康情報を取り扱うに当たっての留意事項の改正
について（基発1130第2号）

平成28年4月1日 通達
ストレスチェック制度の施行を踏まえた当面のメンタルヘルス対策の推進について
（平成28年4月1日基発0401第72号）

平成28年4月11日 マニュアル 「労働安全衛生法に基づくストレスチェック制度実施マニュアル」改訂

平成30年8月9日 省令
「労働安全衛生規則の一部改正」公布・施行(実施者に必要な研修を修了した歯科
医師・公認心理師を追加） 【参考】官報

平成30年8月22日 指針
「心理的な負担の程度を把握するための検査及び面接指導の実施並びに面接指導結
果に基づき事業者が講ずべき措置に関する指針（ストレスチェック指針）」改正 
(実施者に必要な研修を修了した歯科医師・公認心理師を追加）

通達
「情報通信機器を用いた労働安全衛生法第66条の8第1項、第66条の8の2第1項、 法
第66条の8の4第1項及び第66条の10第3項の規定に基づく医師による面接指導の実施
について」（基発0915第5号一部改正）

マニュアル 「労働安全衛生法に基づくストレスチェック制度実施マニュアル」改訂

Q＆A 「ストレスチェック制度Q&A」更新

平成26年6月25日

平成27年4月15日

平成27年5月1日

平成27年11月30日

令和元年7月
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Ⅱ ストレスチェック制度の成り立ち 

 ストレスチェック制度は平成 27 年（2015 年）より導入され，現在多くの事業所で行われて

いる。ストレスチェック制度は，本来長時間労働や過労死などの我が国の労働衛生の問題点と

して長らく取り組まれてきた労働者のメンタルヘルスについて，その全体像を明らかにすると

ともに，対策まで踏み込んだ制度として誕生した 1)。 

 平成 27 年 12 月から，国の新しいメンタルヘルス対策「改正労働安全衛生法によるストレ

スチェック制度」が施行された。その背景として職場におけるうつ病などの精神疾患の増加や

精神障害や過労自殺などの労災補償件数の増加，またメンタルヘルス対策に取り組む事業所が

少ないことなどが挙げられるが，一方では，対策を可能にする技法が開発され産業現場で広く

活用されるようになったことも大きな要因と考えられる。すなわち，平成 7 年から平成 11 年

度まで行われた「作業関連疾患の予防に関する労働省委託研究において職業性ストレス簡易調

査票が開発され，これにより，労働者本人のストレスへの気づきとセルフケア及び産業保健ス

タッフによるメンタルヘルスケアが可能となった。また本調査票を用いて部署ごとのストレス

を評価できる「仕事のストレス判定図」が開発され，職場環境へのアプローチができるように

なった。職場のストレス対策の立案と評価・検証が行えるツールが開発され，職場で活用でき

るようになったことが，職業性ストレス簡易調査票をベースとした国のストレスチェック制度

の創設につながったと考えられた 2)。 

 ストレスチェック制度が導入された後の，ストレスチェック制度に関係する制度・法律・通

達・指針などを時系列に沿って表にした（表１）。ストレスチェック制度が改良を加えなが

ら，より実際に役立つ，施行しやすい制度になっていく様が見て取れる 3)。 

 

Ⅲ ストレスチェック制度の現状 

最初に，現在行われているストレスチェック制度の流れ図を図１に示す 4)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ ストレスチェック制度の流れ図 4) 
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次に，職場におけるストレスチェック制度の概要を，以下に簡単に紹介することとする。 

①ストレスチェックと，それによって高ストレスと判断された者に対する面接とその事後措置，

および集団分析から構成される。 

②メンタルヘルス不調の一次予防を主な目的とする。この制度は，特定の精神障害を罹患した

労働者の発見と対応のためのものではなく，高ストレス（状態）の労働者に対し，メンタルヘ

ルス不調をきたさないように支援を行うことを第一義的な狙いとしている。 

③事業者は，健康診断とは別枠で，ストレスチェックを年に 1 回以上実施しなければならな

い。 

④実施者は，企画および結果の評価に関与するが，担当者は医師，保健師，および一定の研修

を受けた看護師と精神保健福祉士とする。実施者は複数でもよいが，産業医がその一人になる

ことが望ましい。労働者に対する人事権をもつ者は，実施者や実施事務従事者になることはで

きない。 

⑤ストレスチェックに用いるものはわが国で開発された調査票である「職業性ストレス簡易調

査票」が望ましい。 

⑥個人の結果は，本人だけに実施した医師ないし保健師などから通知され，本人の了承がない

かぎり事業者には知らされない。 

⑦労働者は受検を強要されることはない。事業者は，受検の勧奨はできるが，ストレスチェッ

クを受けるか否かは労働者個人の意思に委ねられる。 

⑧ストレスチェックの結果，面接が必要と判断された者のうち，申し出た者に対して，事業者

負担で医師による面接指導を行う。これは，本人から申し出があった場合にのみ実施され，事

業者は強要できない。また，申し出を理由とする不利益な取り扱いは禁止されている。面接の

結果，必要な情報は事業者に報告される。さらに，必要と判断された場合には，就業面の配慮

などの措置を実施することになる。 

⑨ストレスチェックの結果は，労働者のセルフケアおよび職場環境の改善に生かされなければ

ならない。職場単位の集団分析をもとにして職場環境改善を行うことも事業者の努力義務とさ

れた 5,6)。 

次に職場におけるストレスチェック制度の現状について報告する。令和 2年（2020年）に

おける労働安全衛生調査の対象事業場（主要産業における常用労働者 10人以上を雇用する民

営事業場）のうち，労働者数 50人以上の事業場について，労働安全衛生法に基づくストレス

チェックを実施した事業場割合は 84.9％であった。また，ストレスチェックの結果の集団

（部，課など）ごとの分析を実施し，その結果を活用した事業場割合は 66.9％であった。国

が制定した第 13次労働災害防止計画においても，法制度として事業者の努力義務である集団

分析を実施・活用する事業場の割合を全事業場の 60％以上とする数値目標が設定されている
7)。また，高ストレス者の割合は全体で 13.3％であり，性別には男性 12.5％，女性 15.0％で

あったと報告されている 8)。ストレスチェックを受けたすべての労働者の 0.5％が医師の面接

指導を受けていた。高ストレス者の割合が 10％であった場合には，高ストレス者の 5％が面接

指導を希望して受けたことになり，面接指導を受ける割合は決して高いとはいえない 9)。 

その他，ストレスチェック制度の現状に関連して，ストレスチェック制度における職業性ス

トレス簡易調査票によって，メンタルヘルス不調が一定の割合で抽出される可能性があると報

告されている 10)。また，ストレスチェック制度に心理職も積極的に関わっていくことが報告
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されている 11)。一方，ストレスチェック制度が開始された時点で，日本精神神経学会では，

厚生労働省に対して職場におけるストレスチェック制度実施に関する見解を述べている 12)。 

 

表２ 職場におけるストレスチェック制度実施に関する見解 12) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅳ ストレスチェック制度の課題 

 ここまで我が国の職場におけるストレスチェック制度の誕生の経緯，および現在までの状況

を俯瞰してきた。ここからは，現在までに挙げられたストレスチェック制度の課題や問題点に

関する文献を紹介する。 

 まず，職業性のストレス状況を把握することで労働者のメンタルヘルスの自己管理に結び付

けるという構想の実効性に疑問がある 13)。点数化された結果のみではストレスの程度を正し

く評価できないことが，ストレスチェックの限界であると報告されている 14)。また，これま

でのストレスチェック制度に基づく職場環境改善対策では，ストレスチェックの管理監督者が

改善への意欲を低下させてしまい，ストレス対策がストレスの原因になってしまう傾向があり，

作業環境改善だけでは事業所全体の対策を立てにくい，などの課題が認められる 15)。選任の

課題として実施者がみつからない，ストレスの評価方法の課題，ストレスをいかに客観的に評

価できるか検討していく必要がある 16)。ストレスチェック制度開始後の問題点として，嘱託

産業医が代表実施者になりたがらない，健診機関との連携が不明，報告書フォームが統一され

ていない，事業者の意識が低い，職業性ストレス簡易調査票が毎年同じであること，産業医報

酬がないこと，などが指摘されている 17)。 

 今後は，高ストレス者への丁寧なフォローアップと，ストレスチェック集団分析結果の有効

活用が課題であるとされている 18)。職場環境改善に対する課題としては，取り組みをはじめ

るきっかけづくり，効果的な手法に関するリソース不足，継続性・マンネリ化，評価指標の４

つが挙げられた 19)。集団分析を実施していても十分な活用に繋がっていないこと，職場環境

改善に対する興味関心は高いもののノウハウやスタッフの不足が取り組みのハードルになって

いることが示唆された 20)。職場におけるメンタルヘルス不調の推定頻度と職業性ストレス簡

易調査票のスクリーニングの効率，高ストレスの集団寄与危険割合を考慮すると，二次予防的

な方策の限界は大きく，医師の面接指導も含めて，一次予防に資する情報収集と集団分析を合

1.産業医の実地的な研修(模擬的面接による研修、
ケーススタディによる研修等)の実施

2.産業医を支援する精神科医の組織体制の確立

3. 産業医および産業保健スタッフの負担増に関する
調査

4.保健師等の配置を行う事業所への経済的支援

5.高ストレスと評価された労動者の中で面接指導を希
望しない労働者がいた場合、気軽に相談できるような
体制の例示

6.集団分析を踏まえた職場環境改善の好事例の共有化

    (日本精神神経学会)
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わせた事後措置が求められる 21)。ストレスチェック制度を実効性のあるものにするには，職

場環境改善を推進し，仕事のストレス要因への対策，働きやすい職場環境の創出が重要である，

などと報告されている 22)。 

職場におけるストレスチェック制度が始まり約６年間が経過し，多くの問題点や課題が挙げ

られてきている。制度そのものに欠陥あるいは不備があるのではないかという指摘や，運用上

の問題や高度な目標を掲げるものなど様々であり，今後の職場におけるメンタルヘルス対策に

ついて，あるいはストレスチェック制度の問題点への対策や改善方法などについても議論が進

められている。 

 

Ⅴ おわりに 

以上，我が国がストレスチェック制度を創出し，展開してきた現状を概観した。しかしなが

ら，高ストレス者の面接やセルフケア，職場の環境改善など労働者のメンタルヘルス悪化を予

防し，自殺などから救出するという当初の目的はまだ十分に達成されとはいえない。 

その有効性の検証は必要であり，さらに長期的な比較や職種別の検討も重要と考えられる。 

今後，高ストレス者の割合の減少が期待されるところであるが，さらにストレスチェック制度

を活用したメンタルヘルスケアや，職場ごとの集団分析を活かした職場環境改善が進むと考え

られる。世界的にも画期的な制度であるストレスチェック制度は今後も，その部分を改善しな

がらも進歩し，我が国の労働者の精神的健康を守る存在となっていくことを願っている。 
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